
様式 8_個人情報第三者提供停止 請求書 
 

20  年  月  日 

株式会社ＣＡＰＣＯ ＡＧＥＮＣＹ 

個人情報相談窓口責任者 殿 

個人情報第三者提供停止 請求書 
 

個人情報保護法第３５条 第３項及び第５項に基づき、貴社が保有する保有個人データの第三者提供の停

止を請求します。 

１．訂正等対象者 

お名前                印 

ご住所                  

お電話番号                

２．ご請求者（代理人の場合のみご記入ください。） 

お名前                印 

ご住所                  

お電話番号                

３．本人確認資料 

  本人確認資料として下記を提出します。 

①ご本人の場合 

 

□ 免許証（写し）、□ パスポート（写し） 

□ マイナンバーカードの表面（写し）  □その他（             ） 

□ 保険証（写し）及び下記のいずれか 

 □年金手帳（写し） □住民票（写し） □その他（             ） 

□ 社員証または入館証（写し）※当社の従業者として貸与されている場合 

②代理人の場合 

 

□ 委任状（所定の様式） 

□ 委任状に記載された必要書類 

※請求者がご本人の場合は①のいずれかを、代理人の場合は①のいずれか及び②全てをご用意の

上、弊社の個人情報相談窓口まで送付願います。 

※本籍地の記載は省略又は塗り潰し等により確認出来ない状態にして下さい。 

４．請求理由 

□個人情報保護法 第２７条 第１項の規定に違反して本人の同意を得ずに第三者に提供しているため 

□個人情報保護法 第２８条 の規定に違反して外国にある第三者に提供しているため 

□ 個人情報保護法 第３５条５項の下記事由に該当するため【□利用停止／□消去】を請求します。 

□ 弊社が貴殿の保有個人データを利用する必要がなくなったため 

□ 個人情報保護法第２６条 第１項に規定する事態（漏えい、滅失、毀損その他の個人データの安

全確保に係る事態であって貴殿の権利利益を害するおそれが大きいもの※1）が生じたため 
※1：1000 件を超える漏えい等、またそれぞれの漏えい等の恐れがある／要配慮個人情報の漏えい等／財産的

被害の恐れがある漏えい等／不正の目的による恐れがある漏えい等 

□ その他 貴殿の権利または正当な利益が害される恐れがあるため（退職後も従業者の写真を HP に掲載する等） 

調査・確認を円滑に行うため、上記請求理由の根拠を具体的にご記入ください。 

                                                               

                                                               

５．開示方法 

郵送等 ：    □ 紙媒体   □ ＣＤ        

電子的送信 ： □ メール          

□ その他（                                                  ） 


